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 厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

令和５年度 分担研究報告書 

 

特定行為研修修了看護師の導入によるへき地医療体制の考案 
―都道府県のへき地医療における特定行為研修に関する第 8次医療計画の実態調査― 

 

研究分担者   春山 早苗  自治医科大学看護学部 教授 

研究分担者   村上 礼子  自治医科大学看護学部 教授 

研究協力者   佐々木 彩加  自治医科大学看護学部 講師 

 

研究要旨 

【目的】第 8次医療計画では、看護師特定行為研修修了者(以下、特定行為研修修了者)やその他の専

門性の高い看護師の養成と確保を推進するための具体的な計画や目標を記載することになった。医療

職種が限定されるへき地では特に、看護師の役割は大きく、また同時に遠隔医療等 ICTを活用した医

療提供体制の整備に看護師が係わることは必要課題と考える。へき地診療に従事する看護師による

ICTを活用した看護実践の現状調査では、看護師は ICTを用いて、円滑な診察のための『D to P 

with N』の関わりをしていた。ICTを活用した医療を行う上では、実践的な理解力、思考力および判

断力、高度かつ専門的な知識と技術を修得していることが望ましく、特定行為研修修了者は、これら

の能力を修得しており、へき地における特定行為研修修了者のニーズは高く、特定行為を伴う看護の

提供体制が構築されることで、へき地医療の充実と向上につながると考える。そこで今年度は、各都道府

県の第 8次医療計画において特定行為研修修了者の確保計画を何に重点を置いて立案しているのかを

明らかにし、へき地医療において特定行為を伴う看護の提供体制を構築するための行政的支援の在り

方を検討することを目的とした。 

【方法】47の都道府県庁で第 8次医療計画の特定行為に係る看護師の研修制度（以下、特定行為研

修制度）に関する計画を担当している部署（担当者）に質問紙調査を行い、基本属性、特定行為研修

制度に関する第 8次医療計画の立案のために活用した情報、特定行為研修修了者に期待すること、特

定行為研修制度に関する第 8次医療計画の実施財源ごとの計画内容、特定行為研修制度に関する第 8

次医療計画を達成ならびに促進するための具体的な取り組み、特定行為研修制度に関する第 8次医療

計画を推進していく上での課題と感じていることについて回答を得た。調査結果の選択肢回答は記述

統計を行い、自由記述回答は内容の類似性で整理した。 

【結果】30都道府県から回答が得られ、回収率は 63.8％であった。第 8次医療計画の特定行為研修制

度に関する計画立案のために、最も活用されていた情報源は「都道府県内の特定行為研修修了者数」

86.7%、「都道府県内の指定研修機関数」83.3%であった。一方、「都道府県で指定されているへき地診

療所に勤務する特定行為研修修了者数」の情報はいずれの都道府県も活用していなかった。特定行為

研修修了者に期待することは、全ての都道府県が「地域の訪問看護ステーションでの活動」を挙げ、

次いで「在宅医療を支える医療機関での活動」93.3%、「医師の労働時間短縮に向けたタスクシフト/

シェアとしての活動」80.0%の順に多かった。「遠隔医療に携われる医療従事者としての活動」を期待

する都道府県は 20.0%と少なかった。地域医療介護総合確保基金による特定行為研修制度に係る第 8

次医療計画の多くは「受講料等の費用負担」で 90.0%だった。一方で、へき地医療拠点病院やへき地診

療所における特定行為研修修了者の活動支援に関するものは、いずれの都道府県でも計画されていな

かった。特定行為研修制度に関する第 8次医療計画を推進していく上の課題と感じていることは、【特

定行為研修の普及に向けた課題】と【特定行為研修修了者の活動支援における課題】の 2 つが見出さ

れた。【特定行為研修の普及に向けた課題】の内容では、特定行為研修の周知や理解を課題としてい

る都道府県が多かった。 

【考察】都道府県における特定行為研修制度に関する第 8 次医療計画は、看護師や特定行為研修修了

者の把握できた現状の情報に基づき、研修期間中における費用や人員の補助に着目しており、特定行
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為研修修了後の活動支援やフォローアップに対する計画を立案している自治体は少なく、特定行為研

修制度の普及として、特定行為研修の周知と理解を得て、特定行為研修修了者数を増加させることに

重きを置いている傾向があると言える。一方、へき地医療における特定行為研修修了者の活動をフォ

ローするための計画は立案されていない現状が明らかとなった。また、第 8 次医療計画を推進してい

く上では、特定行為研修の周知と理解を得ることが課題と感じている都道府県が多い現状が窺える。

しかし、へき地を含む過疎地域における地域医療に従事する看護師の特定行為研修の受講が促進され

ることは、へき地おける医療提供体制の確保や維持のための重要な鍵になると考えられ、今後、へき

地を含む過疎地域における地域医療に従事する看護師向けにも特定行為研修の周知や理解を得られる

ような情報提供の方策の検討が必要である。 

【結語】各都道府県は、指定研修機関や協力施設、協力施設となり得る医療機関と連携しながら、特

定行為研修の受講生確保のために、より特定行為研修制度の認知度、特定行為研修の理解度を高め、

さらには、研修中に受けられる行政などからの支援を知ることができるような情報提供の方略を検討

する必要がある。 

 

Ａ．研究目的 

へき地では超高齢化と人口減少が急速に進み、

複数の医療機関の連携による診療や情報通信技術 

(Information and Communication Technology; 

ICT）を組み合わせた診療体制の構築が求められて

いる。医療職種が限定されるへき地では特に、看護

師の役割が大きい。われわれはこれまでに、へき地

を含む地域において在宅医療に従事する看護師や、

へき地診療所の看護師による ICT を活用した看護

実践についての現状を調査してきた。その結果、看

護師は ICTを用いて、円滑な診察のための『D to 

P with N』の関わりを実践していた 1)。また、ICT

を活用した医療提供体制を整備していくためには、

直接、患者である対象者に ICT 機材の使用方法な

どのサポートができる人員の確保や遠隔対応で診

療を行える医療機関との連携体制の構築、さらに、

医療者側の負担に対するサポートの整備が必要で

あることが示唆された。ICTを用いた対応には看護

師のアセスメント能力や知識、実践能力が影響す

るため、対象者からの限られた情報を活用できる

看護師の育成が求められているということも示唆

された。 

看護師特定行為研修（以下、特定行為研修）では、

へき地において ICT を活用した医療を行う上で求

められる、実践的な理解力、思考力および判断力、

高度かつ専門的な知識と技術を修得する。特定行

為研修修了者には、対象となる患者の病態や状況

を評価し、医師や他の医療者と連携しながらタイ

ムリーな対応をすることが期待されている。また、

在宅医療の需要の拡大や医師の働き方改革の推進

に伴い、特定行為研修修了者の更なる増加が求め

られる。特に、へき地医療の充実と向上には、特定

行為を伴う看護の提供体制が構築されることが望まし

いと考える。 
第 8 次医療計画では、特定行為研修修了者やそ

の他の専門性の高い看護師の養成と確保を推進す

るための具体的な計画や目標を記載することにな

った 2)。都道府県は、国が定める医療提供体制の確

保に関する基本指針に即して、かつ、地域の実情に

応じた保健医療計画を定めることとされている。

そのため、各都道府県では特定行為研修を実施す

る指定研修機関や研修修了者の活動に関して実情

を把握しながら、必要な連携を図ることが求めら

れている。今年度は、各都道府県が第 8 次医療計

画に研修修了者の確保計画を何に重きを置いて立

案しているのかを明らかにし、へき地医療におい

て特定行為を伴う看護の提供体制を構築するため

の行政的支援の在り方を検討することを目的とし

た。 

 

Ｂ．研究方法 

１．対象 

47の都道府県庁に所属しており、第 8次医療計

画で特定行為に係る看護師の研修制度（以下、特定

行為研修制度）に関する計画を担当している部署

（担当者）を対象とした。 

 

２．調査方法 

47の都道府県庁で、第 8次医療計画で特定行為

研修制度に関する計画を担当している部署に本研

究の説明書および同意書、調査表、返送用封筒を郵

送した。 
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３．調査期間 

2023年 11月 7日～2024年１月 31日 

 

４．調査内容  

1) 基本属性 

都道府県名、部署、役職、現所属先での勤務年

数、専門資格の有無と種類 

2) 特定行為研修制度に関する第 8次医療計画の

立案に際して、活用した情報と必要であると

考えた情報 

3) 2025 年、さらには 2040 年を見据えて特定行

為研修修了者に期待すること 

4) 特定行為研修制度に関する第 8次医療計画の

実施財源ごとの計画内容 

5) 特定行為研修制度に関する第 8次医療計画を

達成ならびに促進するための具体的な取り組

みについて（協力を得ている機関や団体、へき

地医療に特化した計画内容） 

6) 特定行為研修制度に関する第 8次医療計画を

推進していく上での課題、特定行為研修制度

の普及に向けた課題、特定行為研修修了者の

活動支援における課題、へき地医療に特化し

た計画を行う上での課題等と感じていること 

なお、2）～5）の項目は、先行研究等を参考に独

自作成した複数回答可能な選択肢を設け、その他

に追加ができる自由記述を設けた。6）の項目は、

自由記述回答とした。 

 

５．分析方法 

 特定行為研修制度に関する計画についての調査

内容で得られた選択肢の回答は記述集計し、自由

記述で得られた回答は調査内容ごとに類似性に準

じて質的に分類した。その結果から、各都道府県の

第 8 次医療計画に特定行為研修修了者に関する計

画が何に重きを置いて立案されているのかを整理

し、へき地の医療計画において特定行為を伴う看

護の提供体制を構築するための行政的支援の在り

方を検討した。 

 

６．倫理面への配慮 

自治医科大学倫理審査委員会の承認を得た上で

実施した（臨大 21-108）。対象者には、研究目的、

研究方法、情報の保護方法、ならびに自由意思での

参加の保証、同意撤回の不利益がないことなどを

記載した紙面の研究説明書を送付した。研究に同

意が得られた場合は、同意書および回答した調査

表を返信用封筒に封入し研究責任者まで返送をし

てもらい、同意書への記載をもって本研究への同

意と見なした。調査表への回答内容から特定の個

人を識別できないよう、個人および所属施設は匿

名化を行った。 

 

Ｃ．研究結果 

１．基本情報 

30都道府県(回収率63.8％)から回答が得られた。

回答者のうち国家資格を持つものは 21名（看護師

4名、保健師 12名、看護師および保健師 5名）で

あった。 

 

２．特定行為研修制度に関する第 8 次医療計画の

立案に際して活用した情報 

1) 活用した情報と具体的な内容 

(1)主に活用されていると思われる 15 項目に対す

る回答の集計結果は、図 1 に示す。最も活用さ

れていた情報源としては「都道府県内の特定行

為研修修了者数」で 86.7%であった。次で、「都

道府県内の指定研修機関数」が 83.3%と多かった。

一方で「都道府県で指定されているへき地診療

所に勤務する特定行為研修修了者数」の情報は

いずれの都道府県も活用していなかった。 

(2) 調査表で具体的に挙げた 15項目の他に活用し

た情報として、下記の 5県から下記の回答が得ら

れた。 

・ 三重県: 訪問看護事業所数、在宅療養支援病

院数、救急医療を担う医療機関数、特定労務管

理対象機関数（特例水準を受ける見込みの医

療機関数） 

・ 群馬県: 病床機能報告 

・ 岐阜県: 診療報酬加算の対象となる病院（特

定集中治療室管理料、ハイケアユニット管理

料、救急救命入院料） 

・ 栃木県: 医療機関、施設のデータ、病床機能報告 

・ 長野県: 県内医療機関各領域の病床数、訪問

看護ステーション数 

(3) 活用した情報の具体的な内容について下記の

回答が得られた。括弧内は回答数を示す。 

①「業務従事者届のデータ」の内容 

特定行為研修修了者数（13）、保健師・助産師・

看護師・准看護師業務従事者届（3）、看護職員

数（5）、就業場所（1） 
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②「国が提供するデータ」の内容 

看護師の特定行為研修制度ポータルサイトの

特定行為研修修了者数（8）、指定研修機関一覧

（6）、都道府県別就業者名簿（2）、衛生行政報

告例（3）、特定集中治療室管理料（2）、ハイケ

アユニット入院医療管理料と算定する病棟数

（2）、救命救急入院料を算定する病棟数（2）、

保健医療機関の施設基準の届出受理状況（1）、

医療従事者の需給に関する検討会看護職員分

科会中間とりまとめ（1）、看護師等学校養成所

入学及び卒業生就学調査（1）、介護サービス施

設・事業所調査、病床機能報告、診療報酬の施

設基準（1） 

③「看護協会やナースセンターが提供するデータ」

の内容 

看護師の特定行為研修制度ポータルサイトの

特定行為研修修了者名簿（4）、認定看護師数

（3）、専門看護師数（1）、病院看護実態調査（1）、

特定行為研修受講希望の有無（1）、再就業者の

雇用継続率（1）、県の看護需要調査（1） 

④「看護師の特定行為に係る指定研修機関連絡会

が提供するデータ」の内容 

特定行為研修修了者名簿（2）、指定機関数（1） 

⑤「独自に行っている調査データ」の内容 

病院・訪問看護ステーションへのニーズ調査

（京都、富山、山梨、山口、栃木）、県内の指

定研修機関へ特定行為研修修了者の確認（佐

賀）、訪問看護事業所の特定行為の必要性に関

する調査（三重）、特定行為研修に関するニー

ズ調査（埼玉）、訪問看護事業所の機能調査（群

馬）、令和 6年度の受講ニーズ（岐阜）、特例水

準申請予定医療機関において必要とされる特

定行為研修修了者数（茨城）、三次救急病院に

おいて必要とされる特定行為研修修了者数

（茨城）、特定行為の実践状況（徳島）、特定行

為研修修了者及び認定看護師の就業者数（山

口）、病院及び訪問看護事業所の特定行為研修

修了者数と今後 3年間の養成見込み数（静岡）、

病院看護職員調査（岡山）、病院及び訪問看護

事業所を対象として特定行為修了者に関する

独自調査（滋賀）、県内医療機関・訪問看護事

業所・老健における特定行為研修受講予定者

数（青森）、看護職員の確保状況等に関する実

態調査（兵庫）、特定行為研修推進に関する調

査（長崎）、令和 5年度在宅医療等実態調査（長

崎）、看護職員実態調査（大分） 

 

2) 活用した情報以外に必要な情報 

 回答した項目以外にどのような情報が必要かと

いう問いへの回答からは、以下のような特定行為

研修修了者の人数把握や就業の情報、特定行為研

修制度自体に関する情報が必要とされていること

が分かった。 

(1) 特定行為研修修了者の人数把握に関する情報 

・正確な特定行為研修修了者数 

・国が把握している都道府県ごとの特定行為研修

修了者数 

・毎年度の圏域別施設毎の特定行為研修修了者 

・特定行為研修修了者の全国・都道府県別の数 

・介護施設における特定行為研修修了者数 

(2) 特定行為研修修了者の就業に関する情報 

・特定行為研修修了者の就業先一覧 

・毎年度の圏域別施設毎の特定行為研修修了者の

就業者数 

・介護施設における特定行為研修修了者の就業者   

 数 

・指定研修機関における特定行為研修修了者のう

ち、指定研修機関所在都道府県内の就業者数 

・特定集中治療室管理料、ハイケアユニット入院

医療管理料、救命救急入院料等を算定する医療

機関で勤務する特定行為研修修了者数 

(3) 特定行為研修制度自体に関する情報 

・協力施設数、区分・パッケージごとの協力施設数 

・国が全国的にまとめた都道府県別の特定行為研

修修了者数の目標値もしくは需給推計 

・介護施設における受講ニーズや特定行為研修修

了者の活用方法 

 

３．特定行為研修修了者に期待すること 

 2025年、さらには 2040年を見据えて特定行為研

修修了者に期待することとして、10項目を挙げ調

査を行った。結果は図 2 に示す。全ての都道府県

が「地域の訪問看護ステーションでの活動」を期待

していた。次いで「在宅医療を支える医療機関での

活動」が 93.3%、「医師の労働時間短縮に向けたタ

スクシフト/シェアとしての活動」が 80.0%という

回答が多かった。「遠隔医療に携われる医療従事者

としての活動」を期待する都道府県は 20.0%と最も

少なかった。調査表で挙げた 10項目以外に期待す

ることは、回答がなかった。 
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４．実施財源ごとの特定行為研修制度に関する第

8次医療計画に組まれている事業内容 

1) 地域医療介護総合確保基金での第 8 次医療計

画として特定行為研修制度に関する計画が立案さ

れているかを調査した。結果は図 3 に示す。多く

計画されていたのが「受講料等の費用負担」で

90.0%だった。一方で、へき地医療拠点病院やへき

地診療所における特定行為研修修了者の活動支援

に関する 3 項目は、いずれの都道府県でも計画さ

れていなかった。 

 提示した 12項目以外の計画として、特定行為研

修制度の周知や受講支援に関する計画をしている

という回答が得られた。 

(1) 特定行為研修制度の周知や啓発に関する計画 

特定行為研修制度の普及啓発、特定行為研修の

受講促進に係る啓発研修、啓発等事業実施に係

る関係機関会議、特定行為研修に係る説明会（研

修制度について管理者向けの組織的支援、研修

修了者の活躍事例など）、県内看護職員に対して

周知パンフレットの配布、受講相談も兼ねたフ

ォーラムの開催 

(2) 特定行為研修受講の支援に関する計画 

協力施設に対する支援、所属施設が受講料負担

を行っている場合の費用負担 

 

2) 地域医療介護総合確保基金以外での第 8 次医

療計画 

 具体的な財源としては、一般財源（奈良、島根）、

国庫補助金（岐阜）、医療提供体制施設整備交付金

（大阪）という回答が得られた。また、計画の内容

としては、下記の 3 項目が回答された。括弧内は

回答数を示す。 

・ 指定研修機関同士のネットワーク形成のため

の会議等（2） 

・ 特定行為研修修了者の活動支援（2） 

・ 指定研修機関の設置（1） 

 

５．特定行為研修制度に関する第 8 次医療計画を

達成ならびに促進するための具体的な取り組み 

1) 第 8 次医療計画における特定行為研修制度に

関する目標値等の検討について、協力を得ている、

または、得る予定である機関・団体等が「ある」と

回答したのは 20件（66.7%）、「ない」という回答

は 10件（33.3%）であった。 

 

2) 協力を得た機関・団体等 

 特定行為研修制度に関する目標値の検討で協力

が得られる機関・団体として具体的に 10項目を挙

げた結果を、図 4に示す。10項目のうち、該当し

ないと回答された項目が 5 項目あった。「都道府

県の看護協会」という回答が最も多く 53.3%となっ

た。 

 また、10 項目以外の機関・団体として、下記の

回答が得られた。括弧内は回答数を示す。 

・都道府県の他部署：高齢福祉課（訪問看護ステ

ーション関係）、認知症対策・地域ケア推進課、

感染症・在宅医療所管課（1） 

・県の看護職員確保対策協議会（2） 

・県の看護職員確保対策連絡協議会（2） 

・特定行為研修推進検討会(1) 

・県の研修修了者を集めた団体（1） 

・新規養成、復職支援、保・助・看の職能の代表者（1） 

・看護職員離職防止・確保に関する検討会（1） 

・県医療計画審議会（1） 

・大学、養成所、看護部長会、病院協会、老人保健

施設協会などの関係団体（1） 

 

６．特定行為研修制度に関する第 8 次医療計画を

推進していく上で課題と感じていること 

 回答を類似性で分類したころ、【特定行為研修の

普及に向けた課題】、【特定行為研修修了者の活動

支援における課題】の 2 つのカテゴリーが見出さ

れた。 

【特定行為研修の普及に向けた課題】の内容は 5

つに分かれ、＜特定行為研修の周知や理解に関す

る課題＞が 30件、＜特定行為研修の研修生を捻出

する上での課題＞が 10件、＜特定行為研修を行う

研修機関に関する課題＞が 9 件、＜特定行為研修

修了者の活用に関する課題＞が 4 件、＜特定行為

に係る診療報酬に関する課題＞が 2 件となった。

分類した他に、「実態調査の分析中で課題が整理で

きていない」という回答が１件あった。【特定行為

研修修了者の活動支援における課題】で挙げられ

た課題は、5つに分類された。課題の内容としては、

＜特定行為研修修了者を活用するための体制＞が

21件、＜特定行為研修の周知や理解＞が 11件、＜

特定行為研修修了者の働きかた＞が 11件、＜特定

行為研修修了後のスキル維持や情報交換＞が6件、

＜特定行為研修修了者の実態把握＞が 3 件回答さ

れた。＜特定行為研修修了者を活用するための体
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制＞については、主に、行政支援や施設内外の環

境・体制、特定行為研修修了者の活動促進に対する

課題、が回答として得られた。＜特定行為研修修了

者の働きかた＞については、業務整備や配置にお

ける課題と、処遇における課題が回答された。 

 

Ｄ．考察 

調査期間中に能登半島地震が発生し、各都道府

県においては調査協力を得にくい状況があった。

そのような中でも、6割強の回答が得られ、一定の

信頼度が期待できる調査結果であると考える。 

第 8 次医療計画における特定行為研修制度に関

する計画を策定するにあたり、都道府県庁の担当

者は国や看護協会が提供するデータに加え、各都

道府県独自の調査を行うなどして、特定行為研修

修了者や指定研修機関の数、特定行為のニーズを

把握していることが分かった。今回の調査で回答

が得られた都道府県では、特定行為研修修了者に

在宅医療や訪問看護、高度急性期や急性期医療に

おける活動を期待していた。公表されている活用

できる情報のほか、独自の調査を行うことにより、

各都道府県で必要と考える、または、期待する、

様々な看護の場の看護師や特定行為研修修了者の

活動を把握することができ、さらにこれを把握す

ることによって、それらの看護職と連携を図るこ

とができ、情報を得ていた。 

実施財源ごとの第 8 次医療計画の内容では特定

行為研修に係る医療機関等が自施設の看護師に特

定行為研修を受講させやすくするための支援に関

連した計画が多く、研修期間中における費用や人

員の補助に着目されていることが分かった。一方

で、第 8 次医療計画として特定行為研修修了後の

活動支援やフォローアップに対する計画を考えて

いる都道府県は少なく、特定行為研修制度を普及

し、特定行為研修の周知と理解を促し、特定行為研

修の受講者数ならびに特定行為研修修了者数を増

加させることに重きを置いて事業内容を考えてい

る傾向があると言える。また、特定行為研修修了者

がへき地で活動するための計画や、へき地の拠点

病院や診療所に勤務している特定行為研修修了者

への活動支援など、へき地医療における特定行為

研修修了者の活動をフォローするための計画が立

案されていない現状が明らかとなった。また、第 8

次医療計画を推進していく上で課題と感じている

ことについては、特定行為研修の周知と理解を得

ることが課題としている都道府県が多い現状にあ

ると言える。 

先行研究では、へき地では戦力として特定行為

研修修了者の活躍が期待されている 1）が，へき地

医療拠点病院やへき地診療所の看護師の受講につ

ながらない現状が報告されている 3）。また、へき地

診療所の医師やへき地医療拠点病院の看護管理者

における特定行為研修制度の認知度は 8 割程度で

あったが、人員不足や体制不足などの理由から研

修受講が困難である 4-6）と報告されており、へき地

にも特定行為研修修了者を増やしていくための行

政的支援は必要だと考える。しかし、本調査では、

へき地に対応した特定行為研修制度に関する医療

計画の事業計画内容等の回答がなかった。現状に

おいては、まずは、都道府県内の特定行為研修修了

者の現状把握や特定行為研修を受講し実践できる

環境の整備が着目されており、へき地まで目を向

けることは難しい状況だと推察された。  

地域医療を担う病院での特定行為研修修了者の

効果に関連した先行研究では、過疎地域の限られ

た資源の中でも特定行為研修修了者が高齢者への

全人的な医療の提供をしていたという結果が示さ

れている 7）。また、最近の特定行為研修修了者の活

動報告では、退院後訪問や診療所もしくはグルー

プホーム訪問といった地域医療における活動や連

携に貢献していることが報告されている 8，9)。指定

研修機関における取り組みや活動の報告でも、特

定行為研修修了者の地域での活動を目指した特定

行為研修が掲げられている 10、11)。今回の結果でも

示されたように、今後も地域医療における特定行

為研修修了者の需要は高まることが想定される。

特にへき地では、対象者の情報からアセスメント

をする能力や緊急時の対応がより求められる 12)。

へき地で特定行為研修修了者が活動することで地

域包括ケアシステムの推進につながり、ひいては、

看護の対象者が最期まで生活者として地域で生き

ることを支えるための活動としても期待できると

考えられる。つまり、へき地を含む過疎地域におけ

る地域医療に従事する看護師の特定行為研修の受

講が促進されることは、各都道府県のニーズであ

る地域における医療提供体制の維持・確保のため

の重要な鍵になると考える。そのため、受講促進の

ための必要な行政支援に関しては、指定研修機関

や協力施設、協力施設となり得る医療機関と連携

しながら、特定行為研修およびこれに対する行政
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支援内容や支援の申請方法、受講生確保に関する

方策について検討していく必要があると考える。 

 

Ｅ．結論  

各都道府県の第 8 次医療計画において、特定行

為研修修了者の確保計画で何に重きを置いて立案

されているかを調査した結果、30都道府県から回

答が得られた(回収率 63.8％)。 

第 8 次医療計画における特定行為研修制度に関

する計画立案のために、「都道府県内の特定行為研

修修了者数」や「都道府県内の指定研修機関数」な

どの情報が活用されていた。特定行為研修修了者

に期待することは、全都道府県が「地域の訪問看護

ステーションでの活動」や「在宅医療を支える医療

機関での活動」、「医師の労働時間短縮に向けたタ

スクシフト/シェアとしての活動」などの期待があ

った。地域医療介護総合確保基金による計画の多

くは「受講料等の費用負担」で、へき地医療拠点病

院やへき地診療所における特定行為研修修了者の

活動支援に関するものは、計画されていなかった。

特定行為研修制度に関する第 8 次医療計画を推進

していく上で課題と感じていることの回答を類似

性で分類した結果、【特定行為研修の普及に向けた

課題】と【特定行為研修修了者の活動支援における

課題】の 2つが見出された。 

へき地を含む過疎地域における地域医療に従事

する看護師の特定行為研修の受講が促進されるこ

とは、各都道府県のニーズである地域における医

療提供体制の維持・確保のための重要な鍵になる

と考えるが、現状では各都道府県内の特定行為研

修修了者の確保や活動促進に注目があり、特定行

為研修修了者のフォロー支援やへき地医療に特化

した特定行為研修の受講促進のための計画立案に

は至りにくかった。 

今後、各都道府県は、指定研修機関や協力施設、

協力施設となり得る医療機関と連携しながら、特

定行為研修の受講生確保のために、より研修制度

の認知度を高め、さらには、研修中に受けられる行

政などからの支援を知ることができるような情報

提供の方略を検討する必要がある。 

 

Ｆ．研究発表 

1．論文発表 

なし 

 

2．学会発表 

1) 佐々木彩加、 村上礼子、 春山早苗、 小谷和

彦．離島診療所看護師のICTを活用した看護実

践の効果と課題．第18回日本ルーラルナーシ
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2) 佐々木彩加、 村上礼子、 春山早苗、 小谷和

彦．へき地を含めた地域医療におけるICTを用

いた看護実践の効果と課題．第27回遠隔医療
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Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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図1  第8次医療計画の立案で活用した情報 
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図2  特定行為研修修了者に対し期待すること 
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図3  地域医療介護総合確保基金での第8次医療計画の内容 
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図4  第8次医療計画における特定行為研修制度に関する目標値等の検討で協力を得た機関・団体等 

 


